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５　1955年以降の英国税制
　1955年から2009年公表の IFS報告書までの間の英国税制について，以下
は，その間の状況を簡単にまとめたものである。
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⑴　1955年王立委員会最終報告以降の動向
　裁判例としては，1935年のウエストミンスター事案貴族院判決 1）と1981
年のラムゼイ事案貴族院判決 2），そして，ラムゼイ判決以降のラムゼイ原
則を支持する判決，支持しない判決と揺れ動いたのである 3）。
　ウエストミンスター事案貴族院判決は，租税法規の厳格な文理解釈に基
づくものであるが，この判決により，否認規定がない場合は，税務上是認
されるという一般的な理解が広まり，1970年代以降，租税回避が実務的に
1）　Duke of Westminster v Commissioners of Inland Revenue, H.L., [1936] AC 
1, [1935] All ER Rep 259, 51 TLR 467, 19 TC 490.
2）　W T Ramsay Ltd v Inland Revenue Commissioners, H.L., [1982] AC 300, 
[1981] 1 All ER 865, [1981] 2 WLR 449, [1981] STC 1 74.
3）　① 　Inland Revenue Commissioners v Burmah Oil Co Ltd, H.L., [1982] STC 
30, [1981] TR 535, 54 TC 200.
　　② 　Furniss (Inspector of Taxes) v Dawson and related appeals, H.L., [1984] 
1 AC 474, [1984] 1 All ER 530, [1984] 2 WLR 226, [1984] STC 153, 55 TC 
324.
　　③ 　Craven (Inspector of Taxes) v White, H.L., [1989] 1 AC 398, [1988] 3 All 
ER 495, [1988] STC 476, [1988] 3 WLR 423, 62 TC 1.
　　④ 　Ensign Tankers (Leasing) Ltd. v Stokes (Inspector of Taxes), H.L., 
[1992] 1 AC 655.
　　⑤ 　Moodie v Inland Revenue Commissioners and another and related 
appeal, H.L., [1993] 2 All ER 49, [1993] 1 WLR 266, [1993] STC 188.
　　⑥ 　Fitzwilliam v Inland Revenue Commissioners and related appeals, H.L., 
[1993] 3 All ER 184, [1993] STC 502, [1993] 1 WLR 1189, 67 TC 614.
　　⑦ 　MacNiven (HM Inspector of Taxes) v Westmoreland Investments Ltd, 
H.L., [2001] UKHL 6, [2003] 1 AC 311.
　　⑧ 　Barclays Mercantile Business Finance Ltd v Mawson (Inspector of 
Taxes), H.L., [2004] UKHL 51.
　　⑨ 　Astall and another v Revenue and Customs Commissioners, COURT 
OF APPEAL, CIVIL DIVISION, [2009] EWCA Civ 1010; [2010] STC 137.
　　⑩ 　Commissioners for HM Revenue & Customs v Mayes, COURT OF 
APPEAL (CIVIL DIVISION), [2011] EWCA Civ 40.
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拡大したことが文理解釈にとらわれないラムゼイ原則を生み出した背景に
あるといわれている。ちなみに，ラムゼイ事案の事業年度は1973年５月期
である。このことは，ラムゼイ事案貴族院判決において，Wilberforce卿
の判決内容に，本事案におけるスキームが専門業者から購入した既製租税
回避スキーム（ready-made scheme）であるとしていることからも窺うこと
ができる。
　司法領域以外に，租税法の立法に関連した事項は，時系列にすると次の
とおりである。
・1955年　Royal Commission on the Taxation of Profits and Income, Final 
Report
・1965年　法人課税制度（所得税＋利潤税）を単一の法人税という名称によ
る課税（源泉控除法の廃止，所得税と利潤税の統合）
・1965年　Capital Gain Tax導入
・1972年　付加価値税導入
・1973年　インピュテーション方式採用
・1988年　Income and Corporation Taxes Act（1988・ICTA）
・1993年10月　法人税について申告納税制度導入
・1999年４月６日にインピュテーション方式廃止
・2004年　法人税が所得税から分離して独立
・2005年４月６日以降シェジュール制度廃止は個人所得税で廃止（法人税
は存続）
⑵　フレッシュ勅撰弁護士の論文 4）
　1968年に公表されたフレッシュ勅撰弁護士（以下，本項において「弁護士」
4）　Flesch, M.C. “Tax Avoidance- The Attitude of the Courts and the Legislature” 
(Current Legal Problems, 1968).  この著者はMichael Flesch QCである。
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という。）の論文「租税回避（Tax Avoidance）─裁判及び立法の態様─」は，
1955年のフィートクラフト教授の論文及び王室委員会最終報告以降に，租
税回避を標題としたものである。
イ　租税回避概念について
　租税回避については，弁護士は，1955年公表のフィートクラフト教授の
論文にある定義「法を犯すことなく租税を回避する技術」と，これより法
的な定義として，「特異な形態を採用しつつ，課税を最小限とするために
行う合法的な取引」の２つを挙げて，租税回避の特徴は，合法であるとい
う点としている。なお，弁護士は，本論文において，租税回避（tax avoid-
ance）と租税計画（tax planning）を同義としている。
ロ　一般否認規定
　本論文は，一般否認規定（general anti-avoidance provision：以下「GAAP」と
いう。）について記述している 5）。
　究極の方法（once and for all）として GAAPを提唱したのが，ハロルド・
ウィルソン内閣（1964～1970年，1974～1976年）において1967年から1970年
の間に財務大臣を務めたロイ・ジェンキンス（Roy Jenkins）大臣（以下「財
務大臣」という。）である。財務大臣の思惑は，財政法に短い規定を置くだ
けで歳入庁に租税回避防止の権限を与えることであり，オーストラリア，
南アフリカ，カナダでは，すでにこの種の規定を導入しているということ
であった。しかし，英国は，それまで個別否認規定により租税回避を防止
してきたことから，この種の規定について，英国では周知されていない。
　本論文で掲げた GAAP導入が不必要とする理由の第１は，ウィルソン
労働党内閣における政策として，租税回避防止立法として，譲渡収益税
（Capital Gain Tax）導入が優先され，同税制が1965年に導入されている 6）。第
5）　Ibid. pp. 230-232.
6）　譲渡収益税導入前は，株式の譲渡所得等に課税がなかったことから，富裕
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２の理由としては，オーストラリアにおける一般否認規定の適用上に問題
があるということである。
ハ　小　　　括
　1955年王立委員会最終報告では個別否認規定に対応する概念として，一
般原則が検討され，導入については消極的な結論であった。1960年代後半
になりロイ・ジェンキンス財務大臣が GAAPを提唱したが，結果的には
導入に至らなかった。しかし，立法上では，顕著な動向がなかったが，司
法上では，1981年のラムゼイ事案貴族院判決において，これまでのウエス
トミンスター事案貴族院判決において示された原則が覆され，租税回避に
対するラムゼイ原則の適用となるのである。このラムゼイ原則と呼ばれる
判断を示したのはWilberforce卿である。この卿の判決内容は以下のとお
りである。
　卿は，本事案は，既製の租税回避スキーム（ready-made scheme）である
と断じている。
　卿は，明確な法律上の規定に基づく課税は一般的な原則であるが，裁判
所はこれに制限を受けることはなく，適用される法令の内容及び構成全体
を考慮することができ，またそうすべきであろう，とも述べている。
　そして，同判決では，ウエストミンスター事案貴族院判決において，文
書或いは取引が真正である場合，裁判所は，その実質を想定して判断する
ことはできないと解しているが，これは基本的な原則であり，この原則は
誇張或いは拡大されるべきではないとも述べている。文書或いは取引が真
正であれば裁判所はこれを受け入れることになるが，文書或いは取引の真
に有する内容が見えず，その内容からかけ離れた状態にあるものについて
判断を強制されるものではないとしている。そして裁判所の役割は，課税
層優遇という批判があった。
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関係を引き起こす取引の法的な性格を確認することであり，一連の取引が
操作することを意図したものであることが明らかな場合，それを複合的な
取引とみなすことになるとしている。
　しかし，このラムゼイ原則は，1988年７月のホワイト事案貴族院判決 7）
以降，その影響力が薄れて，同原則が租税回避事案に対する有力な対抗策
としては機能しなくなるのである。
　この傾向は続き，2004年11月25日バークレイ社事案貴族院判決では 8），
セールアンドリースバック契約により取得した資産につき，税法上の減価
償却が認められるか否かについて争われた。特別委員会及び第一審は，償
却を認めなかったが，控訴院は商業上の実体があるとして納税義務者の主
張を認めたため，国側は貴族院に上告したが，貴族院において，国側が敗
訴した。
６　1997年 IFS報告書 9）とその後の動向
⑴　1997年 IFS報告書の概要
　IFS（The Institute for Fiscal Studies）の租税検討委員会（Tax Law Review 
Committee：以下「TLRC」という。）は，1997年11月に「租税回避（Tax 
Avoidance）」という標題の報告書（以下「1997年報告書」という。）を公表し
7）　Craven (Inspector of Taxes) v White [1988] 3 All ER 495, [1989] AC 398, 
[1988] 3 WLR 423, HL.  そして，ホワイト判決の内容を引き継いだのは，
Shepherd (Inspector of Taxes) v Lyntress Ltd; News International plc v 
Shepherd [1989] STC 617.  の判決である。
8）　Barclays Mercantile Business Finance Ltd v Mawson (Inspector of Taxes), 
[2004] UKHL 51.
9）　Tax Law Review Committee, “Tax Avoidance” November 1997.  なお，TLRC
は，1997年報告書に先立って，1995年11月に「租税立法に係る中間報告
（Interim Report on Tax Legislation）」を公表している。この1997年報告書は，
1995年の中間報告から租税回避を分離して検討したものである。
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ている。この1997年報告書以前では，TLRCは，1995年に税制改正要望中
間報告（Interim Report on Tax Legislation）を公刊しているが，疑義の多い租
税回避を分離して検討したのが1997年報告書である。
　1997年報告書後，内国歳入庁（Inland Revenue） 10）は，1998年10月に，「直
接税のための一般否認規定（A General Anti-Avoidance Rule for Direct Taxes, A 
Consultative Document）」（以下「1998年内国歳入庁文書」という。）を公表し，
この1998年内国歳入庁文書は，1997年報告書に対する課税当局の見解であ
るが，TLRCは，1999年２月にこれに反論する文書（A General Anti-Avoid-
ance Rule for Direct Taxes, A Response to the Inland Revenue’s Consultative Docu-
ment：以下「1999年報告書」という。）を公表した。
　以上は，整理すると次のようになる。
①　1995年11月：TLRC「税制改正要望中間報告（Interim Report on Tax 
Legislation）」
②　1997年11月：TLRC「租税回避（Tax Avoidance）」
③　1998年10月：1998年内国歳入庁による直接税への一般否認規定導入
案（A General Anti-Avoidance Rule for Direct Taxes, A Consultative Document）
④　1999年２月：TLRC「1999年報告書（A General Anti-Avoidance Rule for 
Direct Taxes, A Response to the Inland Revenue’s Consultative Document）」
　TLRCによる租税回避に関する報告書は，上記 ④ 以降，次項で取り上
げる2009年報告書までない。
10）　内国歳入庁（Inland Revenue）は，2005年４月に関税消費税庁（Her 
Majesty’s Customs and Exercise :  HMCE）と統合して英国歳入関税庁（Her 
Majesty’s Revenue and Customs :  HMRC）となっている。
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⑵　TLRCの委員
　1997年報告書における TLRCの議長は，2011年のアーロンソン報告書
のリーダーであるグラハム・アーロンソン勅撰弁護士（Graham Aaronson 
QC：以下「アーロンソン弁護士」という。）であり，委員として，ジョン・ア
ベリー・ジョーンズ氏（John F. Avery Jones：以下「アベリー・ジョーンズ氏」
という。）が参加し，1999年報告書では，アベリー・ジョーンズ氏が議長を
務め，グラハム・アーロンソン弁護士が委員となっている。
　アベリー・ジョーンズ氏は，特別委員会委員として20年間務め，特別委
員会が改組された上級審判所（Upper Tribunal）の判事，IFS（International 
Fiscal Association）の英国支部長等を歴任して2011年に引退している。また，
ロンドン・スクールオブ・エコノミクスの客員教授，英国の税務専門誌
（the British Tax Review）の編集顧問等を務めている 11）。
　アーロンソン弁護士は，法人の税務（移転価格課税，石油・ガスの税務，保
険，ファイナンスの税務等）の専門家であり，EU法との関連する事案にも
関与している 12）。
　1997年報告書の委員のうち約半数が1999年報告書の委員となっている。
　また，1999年報告書の委員には，ケンブリッジ大学・クイーンズ・カレ
ッジのジョン・タイリー（John Tiley）教授が参加し，同教授は，2009年の
報告書及びアーロンソン報告書にも参加している。
　以上のことから，1997年報告書から1999年報告書，後述する2009年報告
書，そしてアーロンソン報告書は，人的関連としてある種の継続性がある
ものと判断することができる。
11）　http://www.ibfd.org/IBFD-Profies/John-F-Avery-Jones :  accessed 7 Feb. 
2015.
12）　http://www.jha.com/uk/profiles/graham-aaronson-qc :  accessed 7 Feb. 
2015.
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⑶　1997年報告書の背景
イ　判例の動向
　すでに述べたことであるが，一般否認規定が具体的に検討の対象と1960
年代後半以降から1997年当時までの動向のうち，顕著な事柄は次のとおり
である。
・1960年代後半：ロイ・ジェンキンス財務大臣による GAAP導入発言
・1965年：譲渡収益税（Capital Gain Tax）の導入
・1981年：ラムゼイ事案貴族院判決
・1981年：バーマ石油社事案貴族院判決（ラムゼイ原則が適用された判決） 13）
・1984年：ドーソン事案貴族院判決（ラムゼイ原則が適用された判決） 14）
・1988年：ホワイト事案貴族院判決（ラムゼイ原則が適用されなかった判決）
・1993年：フィッツウィリアム事案貴族院判決（ラムゼイ原則が適用されな
かった判決） 15）
・1997年：マックガッキャン事案貴族院判決（ラムゼイ原則が適用された事
案） 16）
　上記の判例等の推移から，ラムゼイ事案貴族院判決以降，一時期は，ラ
ムゼイ原則に沿った判例が続いたが，その後，1988年ホワイト事案貴族院
判決以降，ラムゼイ原則が適用されない判決が増加したのである。この一
連の判決は，大筋では，ラムゼイ原則の創設から衰退ということになる
が，上記の1997年マックガッキャン事案貴族院判決では，ラムゼイ原則が
再度適用された判断が示されている。
13）　Inland Revenue Commissioners v Burmah Oil Co Ltd, H.L. [1982] STC 30.
14）　Furniss (Inspector of Taxes) v Dawson and related appeals, H.L. [1984] STC 
153.
15）　Fitzwilliam v Inland Revenue Commissioners and related appeals, H.L. 
[1993] STC 502.
16）　IRC v. McGuckian [1997] STC 908.
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　その判決の骨子は次のとおりである 17）。
①　法令は，取引の実質に対して適用する。
②　一連の取引において商業上の目的を有しない人為的な取引段階
（artificial steps）は否認される。
③　租税法規は，人為的な取引段階を否認したのちの取引に対して適用
する。
④　ラムゼイ原則は，解釈上のルールとして発展した。租税法規の解釈
に対するアプローチは，一般否認規定に依存しない。
　以上のように，ラムゼイ原則の適用を巡って，衰退と思われた時期に，
逆の判決も出るという紆余曲折があり，このような司法における予測可能
性が立たない不安定な状況を今後も甘受するのかどうかが問題としてあっ
たのである。
ロ　租税回避に対する政治の動向
　1996年11月及び1997年７月の予算案は，租税回避に対する対抗策として
強い行動の必要性を強調したのである。1990年11月28日から1997年５月２
日までは，保守党のジョン・メイジャー（John Major）首相，1997年５月
２日から2007年６月27日までは，労働党のトニー・ブレア（Tony Blair）首
相の任期である。このブレア内閣の財務大臣は，ブレア内閣の後継として
後に首相となるゴードン・ブラウン（Gordon Brown）氏である 18）。
17）　http://app1.hkicpa.org.hk/APLUS/0810/Oct08_IRD.pdf#search=‘The+ 
Ramsay+Doctrine’, accessed 9 Feb. 2015.  同判決では，Browne-Wilkinson卿
は，ラムゼイ原則を適用した1984年のドーソン事案（Furniss (Inspector of 
Taxes) v Dawson and related appeals,）における Brightman卿の判決を踏襲
している。
18）　1997年報告書　パラグラフ1.3．1997年報告書に関する評論としては，
Mckay, Hugh “Tax Law Review Committee Report on Tax Avoidance” British 
Tax Review, 1998 No. 2.  がある。また，1997年におけるブラウン財務大臣の
指示等については，Seely, Antony, “Tax avoidance :  a General anti-Avoidance 
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　ブラウン大臣は，公共サービスを提供している政府としては租税回避を
容認することができず，これに厳しく対峙するために，内国歳入庁に対し
て将来の法改正を見据えた広範な租税回避の見直しを指示し，特に，一般
否認規定（general anti-avoidance rule）の検討を依頼している。
⑷　1997年報告書の要点
イ　委員会の結論
　委員会が一般否認規定（GAAP）の制定法化の条件としたのは，次の２
点である。
　第１は，的を絞った（targeted）GAAPであること。第２は，納税義務者
の保護装置（事前確認，異議申立て等）で，その目的は，司法における租税
回避防止の公理の進展に対するものである。立法がこのようになされない
場合，正常な商取引及び個人の行為を抑制することになり，課税当局によ
る過度の権限行使となることから，委員会はそのような立法に反対してい
る 19）。
ロ　租税回避の概念
　租税回避については，定義することが難しいというのが委員会の意見で
あり，租税回避自体は，合法的な活動という認識である。なお，OECD
による租税用語集（Glossary of Tax Terms）によれば，租税回避は，定義す
ることは難しいが，納税義務者が自己の税負担を軽減することを意図した
仕組み取引であり，当該仕組み取引は厳密には合法的であるが，通常，法
の意図するところに反するものとしている。
　英国は，超過利潤税に係る租税回避否認規定として1941年財政法第35条
Rule (GAAR)-background history” SN2956, 15 March 2013, pp. 2-3.  に詳し
い。
19）　同上 p. ⅶ。
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第１項において，取引或いは複数の取引のもたらす効果の主たる目的が超
過利潤税の租税債務の回避或いは減少である場合，課税当局は，当該取引
の通常もたらす効果に引き直しの修正ができると規定し，1944年財政法第
33条では，1941年財政法第35条第１項の一部を改正して，従前の「取引或
いは複数の取引のもたらす効果の主たる目的」が削除され，「取引或いは
複数の取引のもたらす効果の主たる目的或いは主たる目的の１つ」と改正
され，この目的アプローチが英国の伝統的な租税回避の基礎概念となって
いる。
ハ　租税回避対抗策の制定法化
　租税回避対抗策の制定法化を委員会が提言する背景には，第１に，1997
年のマックガッキャン事案貴族院判決のように，司法が文理解釈を放棄し
たこと，第２に，ラムゼイ原則の進展により，事前に準備された一連の取
引（pre-ordained series of transaction）による全体の効果を否認するアプロー
チを課税当局が採用し，マックガッキャン事案貴族院判決において再認識
されたこと，第３に，TLRCの1995年の税制改正要望中間報告の要望を受
けて，平明な租税法規の表現を採用し，立法趣旨を覚書き等で説明すると
いう課税当局の判断，すなわち外部意見を参考にして立法するという変化
による制定法への信頼が，司法上の目的に適った解釈と連携して，租税回
避の縮小にかなりの影響を及ぼすというのが委員会の認識である。
　そして，政治における租税回避対策は新法の導入に効果がなく，また，
課税当局の権限拡大は不要という委員会の意見である 20）。
　当委員会が ，租税回避の一般規定導入を提言した理由であるが，司法に
よる租税回避防止の公理の進展よりも，主として立法により対処すべきと
いうことである 21）。
20）　同上 p. xi。
21）　同上 p. xii。
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ニ　一般否認規定の選択
　一般否認規定の制定法化が英国よりも先にこの規定を導入したオースト
ラリア，カナダにおける裁判においてその効果を発揮しているとはいえな
い，というのが委員会の分析である。しかしながら，委員会は，司法上の
租税回避否認の公理よりも，制定法化に多くの利点があるとしている 22）。
　第１に，仕組み取引の性格が明らかになり，否認適用外となる取引を明
定することができる。第２に，規定の適用による取引の引き直しに結果を
明確にすることができる。第３に，制定法は遡及適用がないが，司法上の
公理は，公理が確立する以前の取引に対しても適用となる。第４に，制定
法は適用が一貫する。第５に，制定法は，納税義務者の予測可能性を担保
する効率的で明確な執行体制（effective administrative clearance system）を含
むものである。特に，委員会はこの第５の点を重視している。
　委員会が何度も強調しているのは，否認されるべき租税回避は，法律に
おいて明らかな立法府の意図に反することを想定した活動であり，納税義
務者の通常の商業上の行為における租税計画や租税の軽減の防止を意図し
ていないということである。
　委員会は，想定する一般否認規定（a general anti-avoidance rule）の特徴と
して次のような事項を列挙している 23）。
①　適用対象となる取引は，その主たる目的が租税回避であること，或
いは，多段階取引の場合，そのうちの特定の取引の唯一の目的が租税
回避であること。
②　立法趣旨と合致する取引を適用対象外とする。
③　導入時に，その規定は内国歳入庁により集中管理され，地方の課税
当局により執行されないものとする。
22）　同上 p. xiv　パラ22。
23）　同上 p. xvi　パラ25-26。
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④　効率的で明確な執行体制を確立することで，納税義務者の予測可能
性が高まる。
⑤　事前の問い合わせ等が拒否された場合，独立した機関に一度だけの
異議申立てとする。
⑥　すでに完了している取引に対する規定の適用をする場合，その挙証
責任は，課税当局にある。
　上記に掲げた特徴のうち，委員会が強調するのは，② と ④ である。一
般否認規定の範囲が広すぎる場合，それに伴い，納税義務者保護の執行体
制のコストが増加することになる。なお，この効率的で明確な執行体制と
は納税義務者が事前に課税当局に対して計画している取引について確認等
を行うことである。
　委員会の意図している一般否認規定は，課税当局側も納税義務者の保護
のための施策を講じるというバランスを重視しており，一般否認規定の制
定のみには反対している 24）。
　結論として，納税義務者保護の体制を持つ的を絞った一般否認規定（a 
sensibly targeted general anti-avoidance provision）が提言されている 25）。
ホ　小　　　括
　1997年報告書作成を促した背景には，司法上の租税回避否認の公理の拡
大（公理の遡及適用等）により不安定な状態が生じることに対する危機感が
ある。委員会は，この司法上の公理の拡大による不安定な状況を除去する
ために，一般否認規定を導入し，かつ，納税義務者の予測可能性を確保す
る保護措置を講じることを提唱したのである。そして，ここにおいて提唱
された一般否認規定が，通常の商取引を阻害することのないような限定を
設けたのである。
24）　同上 p. xvii　パラ27。
25）　同上　パラ30。
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　このように，1997年報告書において，その後の展開の骨格は見えてきた
といえるのである。すなわち，課税上の権限を強化したい課税当局が一般
否認規定導入を提唱したのではなく，どちらかといえば，納税義務者保護
の意識が強い民間団体である IFSがその導入を提唱したのは，司法におい
て確立した公理（ラムゼイ原則）のもたらす不安定さと一般否認規定の制
定法化による安定性（遡及適用の禁止等）を比較して，後者が選択されたの
である。ただし，一般否認規定の制定法化に伴う納税義務者保護の観点か
ら，納税義務者から課税当局への事前確認等の執行体制を整備することが
提唱されたのである。
　例えば，一般否認規定を早くから導入しているオーストラリアの場合，
裁判において必ずしも国側が勝訴しているわけではない。むしろ，司法上
の公理という不確定な原則に基づく結果よりも，課税要件等が明確にな
り，かつ，納税義務者保護の制度が整備される一般否認規定を TLRCは
望んだのである。
⑸　内国歳入庁の直接税への一般否認規定適用案
　財務大臣は，内国歳入庁と関税消費税庁に対して，一般否認規定（a 
general anti-avoidance rule：以下「GAAR」という。）の導入可能性を諮問した。
これに対して，内国歳入庁と関税消費税庁（以下「課税当局」という。）は，
問題点の多い直接税（法人税）を対象とする GAARに対する諮問の回答報
告書（以下「回答報告書」という。）を作成した 26）。
　この回答報告書の目的は，租税回避防止に対する GAARの利点を検証
し，どのような構成にするのかを検討することであった。また，この回答
書が，TLRCの1997年報告書の提言を受けたものであることも明らかであ
26）　Inland Revenue and Customs and Excise, “A General Anti-Avoidance Rule 
for Direct Taxes :   Consultative Document”, 5 Oct. 1998.
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る。
　この回答報告書における課税当局の見解は，TLRCと同様に，真正な商
業活動（その唯一或いは主たる目的が租税回避を含まないもの）を阻害するも
のではないという点では一致している。
　GAARの目的について，回答報告書における記述は次のとおりであ
る 27）。
　「このルールの目的は法人による租税回避を妨げ或いは防止することで
ある。このルールの規定は当該目的達成のために解釈或いは適用されるも
のとする。」
　法人による租税回避については，次のように意味を述べている 28）。
①　租税の未払い，租税の過少納付或いは租税の後払い
②　租税の還付を得ること或いはその額を増加させること，若しくは早
期に還付を受けること
③　税額控除による支払いを受けること或いはその額を増加させるこ
と，若しくは早期にその支払いを受けること」
　また，GAARが適用されないと認められる租税計画（acceptable tax plan-
ning）については，次のような見解がまとめられた。
　認められる租税計画とは，租税法の立法趣旨に反しない方法により租税
を回避するために，取引等を調整することを意味するもので，例示として
は，取引の目的が，租税法により認められている控除等の利点を利用する
もの，或いは，租税回避対抗立法で特別に除かれている取引である 29）。
27）　Ibid. p. 8.  また，課税当局は，これまで導入してきたミニ GAARではなく，
単一の包括的な GAAR（single all-embracing GAAR）がより効率的で，判例
法の公理により作り出される不安定さを減少させると考えている（Seely, 
Antony, op. cit. p. 8）。
28）　Ibid. p. 10.
29）　Ibid. p. 12.
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 そして，その唯一の目的或いは主たる目的若しくは主たる目的の１つが
法人による租税回避である取引に対して GAARが適用となるとして，取
引の目的に関する判定要素として，次の項目が掲げられている 30）。
①　取引により作り出された権利と義務を含むその法的形態
②　その経済的及び商業上の実質
③　取引が行われた時期及びその期間
④　当該者の財務上等の変化，或いは，取引の結果生ずることが合理的
に予測できる変化
⑤　一般否認規定が適用されなかった場合の取引に対する課税上の結果
GAARが適用となる取引については，複合的取引を含むことになる。
　課税当局は事前確認等の保護装置についてもこれを認めている。
⑹　内国歳入庁案に対する TLRCの見解
　TLRCは，1998年10月に公表された「内国歳入庁の直接税への一般否認
規定適用案」（回答報告書）に対する検討（以下「1999年意見書」という。）を
まとめて1999年２月に公表した 31）。
　1999年意見書は，回答報告書が提言した GAARに対して次の点で反対
している 32）。
　第１の点は，回答報告書にある GAARは，1997年報告書において TLRC
が提言した的を絞った一般否認規定（a sensibly targeted general anti-avoidance 
provision）ではないということである。第２の点は，納税義務者への保護
30）　Ibd. pp. 13-14.
31）　Tax Law Review Committee, “A General Anti-Avoidance Rule for Direct 
Taxes- A Response to the Inland Revenue’s Consultative Document” February 
1999.
32）　Ibid. p. vii.
176
制度が適切ではない点である。
　TLRCの反対する理由は，次の点である。
　第１に，内国歳入庁の GAAR案（以下，本項では「GAAR案」という。）は，
立法の意図を証明する義務を課税当局ではなく納税義務者に負わせている
ことである。第２に，1997年報告書が提言した納税義務者に対する保護制
度に関して，GAAR案は留保をしており問題がある。さらに，GAAR案は
GAARの実施に関する実務上の方法について，法令によらない取扱い
（non-statutory guidance）を重視していることから，この点を問題視してい
る。第３に，GAAR案は，税制の簡素化と司法上の租税回避防止の公理へ
の制限に言及していない。
⑺　小　　　括
　1997年以降の労働党政権による GAAR導入の推進と，司法上の租税回
避防止の公理がもたらす不安定を除去したいという IFSの思惑が合致し
て，課税当局と IFS側の GAARに対する見解には相違があるにしても，
GAAR導入の方向性は見えたのである。
　1997年報告書，1998年回答報告書及び1999年意見書により，大筋では，
英国における GAAR導入の前段階における議論は，ここでひとまず収束
し，約10年後の2009年に IFSは新たな報告書を作成することになる。
　この空白の10年について，TLRCの調査員であるトレーシー・バウラー
氏（Tracy Bowler）によれば，1998年回答報告書は，1997年報告書に続くも
ので，政府の意見に見るべきものがなく，政府は，個別の租税回避対抗策
を講じた期間としている。その結果，税法の複雑化は増加したのである。
そして，2007年10月に行われた財務大臣（Gordon Brown）による予算方針
案（Pre-Budget Report：以下「2007年財務大臣演説」という。）において，税法
の簡素化と歳入増加のために，租税回避防止規定が最適かを意図した検討
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を示唆したのである 33）。
７　2009年 IFS報告書 34）
⑴　2009年 IFS報告書の背景
　IFSの租税検討委員会は，1997年報告書，1999年意見書に続いて2009年
２月に検討案（Discussion Paper No. 7：以下「2009年報告書」という。）を公表
した。
　この時期は，2004年の DOTAS（Disclosure of Tax Avoidance Schemes）制
度導入後であり，2010年以降，英国歳入関税庁（HMRC）は，2010年12月
に，HMRC, “Study of a General Anti-Avoidance Rule” を公表し，2011年11
月には，アーロンソン報告書が公表されている。この2009年報告書は，前
出のフレッシュ勅許弁護士の論文から約30年，1997年報告書から約10年余
が経過している .
　2009年報告書が作成された背景としては，2007年10月に当時の財務大臣
が租税回避対抗立法の検討を公表したことがきっかけである。
　以上のことから，2009年報告書が置かれていた状況は，次の２つの要因
が基盤であったといえよう。
　第１は，2007年財務大臣演説以降の GAARの導入を促進する政府の動
向である。この動向は，2010年12月６日の財務大臣による租税回避対策立
33）　Bowler, Tracy, “Tackling Tax Avoidance in the UK” including in Beyond 
Boundaries, edited by Judith Freeman, Oxford University Centre for Business 
Taxation, p. 63, 2008.
34）　Bowler, Tracy, “Countering Tax Avoidance in the UK :  which way forward” 
Tax Law Review Committee, The Institute for Fiscal Studies, TLRC Discussion 
Paper No. 7.  日本語による紹介は，川田剛「英国における租税回避への対抗
策─ TLRC　ディスカッション・ペーパー NO. 7を中心に─」『租税研究』
2012年５月号。
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法に係る意見表明によれば 35），課税当局が2010年の夏に，非公式に関係団
体に GAAR導入について打診したところ，GAARは，事業上の取引に対
して不安定さを生じさせるという意見があり，実務上，この不安定さをど
のように管理するのかが問題となった。そして，2010年12月にアーロンソ
ン弁護士による委員会が発足するのである。このような政治による GAAR
導入の後押しがあったことを GAAR導入の理由として挙げることができ
る。
　第２は，前述の1997年報告書に見る民間団体である IFSによる租税回避
の検討である。上記第１の理由により，政治のベクトルは GAAR導入の
方向を示したのであるが，その理論的な蓄積は，1997年報告書に負うとこ
ろが大きいといえる。すでに述べたように，1997年報告書に対する課税当
局による1998年回答報告書は，見るべきものがなかったという分析も出さ
れていることから，1997年報告書に続く2009年報告書は，2011年のアーロ
ンソン報告書と共に，英国の GAAR創設である2013年財政法に影響を及
ぼしたといえる。
　このように，英国 GAAR導入において，２つの分野（政治と租税回避の
理論研究）における動向が交差したことになる。特に租税回避の理論研究
では，2009年報告書は，1997年報告書と2011年のアーロンソン報告書の中
間に位置することから，ここから英国版 GAARの特徴を抽出することが
できると考えている。
⑵　2009年報告書の構成
　租税検討委員会は20余名から構成され，官，学者及び実務家と多様な人
材が名を連ねている。なお，1997年報告書の委員との重複は２名である。
35）　House of Commons Hansard Ministerial Statements for 6 Dec. 2010.
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　本報告書は，全168頁で，本文は全５章，付属資料が Aから Eまで添付
されている。
　第１章は序論，背景及び要約であり，第２章は基礎的諸問題として租税
回避概念等の検討，第３章は立法，司法及び税務行政上の租税回避対応
策，第４章はその他の租税回避対応策，第５章は結論となっている。
⑶　DOTASの導入
　租税回避スキームの開示制度は，2004年財政法第７款（PART 7）第306
条以降に規定された。この制度は，2009年に HMRCより DOTAS執行上
の通達がでていることから，その内容については後述するが，2009年報告
書作成時点では，DOTASがすでに制定されていたことは，1997年報告書
と異なる状況にあったことになる。
　DOTASは，租税回避スキームに関してこのスキームのプロモーターに
対して課税当局への報告を義務付けたもので，違反すると罰則が科される
というものである。
　この制度導入の背景には，1998年報告書及び1999年意見書等により，
GAAR導入が検討されたが，1999年予算では，アイルランド（1989年導入）
及びオーストラリア（1936年導入）において導入されている包括的（catch 
all）な規定としての GAAR導入が後退し，GAARに代る租税回避防止手段
として，DOTASが制定されたのである 36）。
⑷　1997年報告書との比較
　1997年報告書以降，約10年間にわたり，英国政府は租税回避に対して個
別否認規定を積み上げて規制を行った結果，税法が複雑化し，その原因の
36）　Seely, Antony, op. cit. p. 13．
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１つが租税回避対策であったことから，財務大臣は，税法の簡素化のため
に GAAR導入の検討を行うことを表明したのであるが，実利という側面
では，租税回避を防止することによる税収増を期待したのである 37）。
　2009年報告書では，次のような見解が述べられている。
イ　租 税 回 避
　租税回避について，1955年に公表されたフィートクロフト教授
（Wheatcroft, G.S.A）の論文 38）では，租税回避（tax avoidance）と脱税（tax 
evasion）の２分類が採用されており，前者が合法，後者が違法とされてい
る。
　しかし，2009年報告書では，租税回避と脱税の区分が課税当局にとって
あいまいになっており，租税回避について，以前であれば脱税として否認
されたものもある（報告書パラ4.2）。高度に仕組まれた多段階取引で，明白
な商業上の目的を含まない租税スキームは租税回避と容易に認識される
が，大企業は社会的評判を落とす危険（reputation risk）に気づき始め，課
税当局による調査と租税回避スキームの開示義務の強化に効果が生じてい
る（同パラ4.3）。
　租税回避については，認められるものと認められないものの境界が重要
であり，納税義務者側からはこれを明確にという要望があるが，課税当局
は不確定概念のままにして，歳入減となるこの領域に納税義務者が立ち入
ることを抑制できると考えている。
　最も重要な点である，認められるものと認められないものの境界につい
て，2009年報告書は，結論を出していない。
37）　2005年における租税回避等を原因とする税収漏れ分は，約100億から400億
ポンドと推計されている（2009年報告書７頁注15）。
38）　Wheatcroft, G.S.A., “The Attitude of the Legislature and the Courts to Tax 
Avoidance”, The Modern Law Review, Vol. 18, No. 3, May 1955.
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ロ　GAARの導入
　2009年報告書は，1997年報告書にあるような的を絞った GAARの導入
という展望を述べていない。また，GAARに係る検討と並行して，ECに
おいて使用されている「法の濫用（abuse of law）」を英国の課税当局が限
定的に使用することになるというのが2009年報告書の意見である 39）。この
概念は，取引の背景に経済的実体がない場合に適用となる（同パラ12.6）。
この概念は，GAARと重複する部分もあるが，GAARが適用とならない状
況に適用となる（同パラ12.7）。
ハ　1997年報告書と2009年報告書の比較
　1997年報告書は，司法におけるラムゼイ原則への根強い支持に対する意
識の下で，司法上の公理の拡大適用を防止するために，GAARの制定法化
を提唱したもので，その目的は明確であったといえる。本来，これに応え
るべき課税当局の1998年回答報告書が明確な意見を表明しなかったため，
GAAR導入は先送りされたのである。
　そして，その後の約10年間で，税法に多くの租税回避否認規定が法制化
され，また，2004年に DOTASの導入という新たな状況，さらに，ECに
おける法の濫用概念が進展するという背景の変化があり，2009年報告書で
は，GAARの導入で，税制が簡素化され，税収も増加するという事態には
ならないというのが結論である。
　2009年報告書は，その標題にあるように検討試案（Discussion Draft）で
あり，作成時に当面した課題を棚卸した感があるが，積極的な提言という
内容ではない。
39）　2009年報告書において法の濫用に係る判例として取り上げられているの
は，Halifax plc and others v Commissioners of Customs and Excise (Case 
C-255/02), 21 Feb. 2006.  である。
182
ニ　政治の動向
　1997年から現在までの英国の首相と財務大臣は次のとおりである。
首　　　相 蔵　　　相
1997．5．2  ～2007．6．26 トニー・ブレア（労働党） ゴードン・ブラウン
2007．6．27～2010．5．11 ゴードン・ブラウン（労働党）アリスター・ダーリング
2010．5．11～現在 デビット・キャメロン（保守
党・自由党との連合政府）
ジョージ・オズボーン
ホ　GAAR関連事項の年表
　これまでの GAAR関連事項を項目別・年代別に区別したのが下記の表
である。
年 判例・民間の研究 課税当局等の動向 法　令　等
1906年 ヒューイット卿が
evasionと 区 別 し た
legal avoidanceという
用語を初めて使用
1915年 超過利潤税に係る租税
回避規定
1936年 ウエストミンスター事
案貴族院判決
1941年 財政法第35条（超過利
潤税の債務を回避する
ことを意図した取引）
1944年 財政法第33条（租税回
避）
1955年 フィートクラフト教授
の租税回避論文
王立税制委員会最終
報告
1960年
代後半
ロイ・ジェンキンス
財 務 大 臣 に よ る
GAAP導入発言
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1965年 法人税・Capital Gain 
Taxの導入
1968年 フレッシュ弁護士論文
（GAAPに言及）
1981年 ラムゼイ事案貴族院判
決
1993年 法人税に申告納税制度
導入
1997年 ・ マックガッキャン事
案貴族院判決（ラム
ゼイ原則が適用され
た事案）
・ TLRC（租税回避報
告書）
1998年 内国歳入庁による直
接税への一般否認規
定導入案
1999年 TLRC（報告書）
2004年 バークレイ・マーカン
タイル事案（ラムゼイ
原則の欠陥指摘）
DOTAS（Disclosure 
of Tax Avoidance 
Schemes）制度導入
2007年 財務大臣（Gordon 
Brown）による Pre-
Budget Report
2009年 TLRC（検討試案）
2010年 連立政権が GAAR
導入の検討開始
2011年 メイズ事案控訴院判決
（ラムゼイ原則の欠陥
が指摘された判決）
アーロンソン報告書
2013年 財政法により GAAR
導入
ヘ　小　　　括
　上記ホに示したように，英国の GAAR導入前史というべき時期に次の
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ような分岐点となるような動きがあった。
　第１は，1960年代に当時のロイ・ジェンキンス財務大臣による GAAP
導入発言であったが，租税回避の議論が Capital Gain Taxの導入をするこ
とで収束したのである。
　第２は，1997年の TLRC報告書，これに対する内国歳入庁による「直
接税への一般否認規定導入案」，そして，これを批判した TLRC（報告書）
という一連の動きがあったが，租税回避の手段として，GAAR導入という
法令改正に代えて，租税回避スキームの報告制度である DOTASが立法さ
れ，GAARの導入という議論は沈静化したのである。
　第３は，財務大臣（Gordon Brown）による2007年の Pre-Budget Report
による GAAR導入指示である。2009年に TLRC報告書が出されて，2010
年に連立政権が GAAR導入の検討を開始したのである。
　以上の GAAR導入に至る３つの大きな山を越えて，第３の動きが2011
年のアーロンソン報告書に繫がることになる。（続く）
